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１ 持続可能で質の高い障害福祉サービス等の実現について 

 

平成３０年４月に施行された障害者総合支援法改正法の３年後見直し規

定を踏まえ、令和３年３月以降、社会保障審議会障害者部会において議論を

開始し、令和４年６月１３日に開催された障害者部会（第 133 回）では、「障

害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて」の報告書が取りまとめ

られたところである。 

この報告書のうち、「持続可能で質の高い障害福祉サービス等の実現」に

ついては、 

・ サービスの質の確保・向上に向けて、地域のニーズをより踏まえた事

業所指定の仕組みの見直しやサービスの質の適切な評価の在り方に関

する検討、障害福祉分野におけるデータ基盤の整備、実地指導・監査の

強化等についても、取組を推進する必要がある。  

・ 障害福祉人材の確保・育成については、管理者やサービス管理責任者

等への専門職（社会福祉士､介護福祉士等）の任用や職員の研修の状況

等を把握しつつ、必要な人材の確保､サービスの質の向上を図っていく

必要がある。また、処遇改善や仕事の魅力発信などの取組をより一層進

める必要があるほか、様々な障害保健福祉分野のサービスが整えられて

いく中で、サービス提供事業者にとっても事務・手続き等の負担感が少

なく、わかりやすい制度の在り方を検討する必要がある。 

となっている。 

また、実地指導・監査の強化につては、 

・ 実地指導・監査の機能について、その他の質の向上に係る取組と合わ

せて強化するため、不適切な事業所が多いサービス等の実地指導・監査

を重点実施するとともに、都道府県等監査担当職員と専門家の連携など

各都道府県等の実地指導・監査の取組の好事例や指導監査マニュアルの

作成等の実施の検討を引き続き進める必要がある。 

となっている。 

 

障害者部会で取りまとめられた報告に基づき、今後、調査研究を実施する

予定であるのでご協力をお願いしたい。 
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２ 令和５年度における障害保健福祉行政事務指導監査の実施について 
 

（１）障害者総合支援法等に基づく指導監査について 
 

ア 指導監査の実施等 

 障害福祉サービス等の利用者が多様化するとともに、障害福祉サービス

等を提供する事業者が増加する中で、利用者の個々のニーズに応じた良質

なサービスを提供する観点から、事業者が提供する障害福祉サービス等の

質の確保・向上を図っていくことが重要であり、様々な取り組みのうち、

都道府県等による指導監査の実施については、事業者に対する当該基準の

徹底等を実施してきたところである。 

  しかし、一部のサービス等について、質が必ずしも高くないサービスや

適切ではない支援を行う事業者が増えているとの指摘がある。 

都道府県等においては、障害者総合支援法等の関係法令、通知等を参照

の上、また、実施する際には、①マスクの着用、②十分な対人距離の確保

など、感染拡大防止のための基本的な感染症対策の徹底を図った上で、引

き続き、指定障害福祉サービス事業者等に対する適切な指導監査の実施を

お願いしたい。  

指定障害福祉サービス事業者、指定障害児通所支援事業者等（以下「事

業者」という。）に対する指導監査の実施に当たっては、法令、基準の遵

守と適切なサービス提供などに重点を置いた指導を実地に行うとともに、

都道府県においては、管内市町村に対し、適切な支給決定に重点を置いた

指導をお願いしたい。  

実地指導は、各事業者における利用者の生活実態、サービス提供状況、

報酬基準の適合状況等を直接確認しながら事業者の気づきを促すなど、よ

りよいケアの実現を図るために有効な取組みであり、厚生労働省では一定

のサイクルでの実施指導を行うよう助言しているところであるが、実地指

導を受けない事業者が多く存在することは、ひいてはサービス利用者の不

利益につながる可能性が高い。 

このような観点から、各自治体にはより積極的な実地指導の実施をお願い

するとともに、特に指定の有効期間内に１回も実地指導を行えていない自治

体においては、実施計画や、実施体制などについて積極的に改善されたい。

（参考資料１）。 

おって、直近２か年における厚生労働省の都道府県等に対する実地指導の結

果、是正又は改善を図る必要があるとした主な指摘事項については、以下のと

おりとなっているので、これらを踏まえて適切に対応するようお願いしたい。 

（主な指摘事項） 

・ 事業者に対する実地指導が低調 

・ 自立支援医療費の支払いに係る審査点検が未実施又は不十分 

・     業務管理体制の整備に関する届出事項について、未届出事業者の
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把握が未把握又は不十分  
 

イ 障害児の安全の確保に関する指導・助言について 

保育所等の児童福祉施設における事案が繰り返し発生している昨今の

状況を踏まえれば、児童福祉施設におけるこどもの安全管理及び適切な

支援の実施の重要性はますます大きくなっているため、障害児の安全の

確保の観点から、令和 4 年 12 月 28 日に「児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準等の一部を改正する省令」（厚生労働省令第 175 号）が公布

されたところである。 

当該省令の公布に伴い、「「障害者支援施設等に係る指導監査について」

の一部改正について」（令和 5 年 1 月 24 日付け障発 0124 第 3 号厚生労働

省社会・援護局障害保健福祉部長通知）及び「「指定障害児通所支援事業

者等の指導監査について」の一部改正について」（令和 5 年 1 月 24 日付

け障発 0124 第 4 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）を発

出し、新たに、「自動車を運行する場合の所在の確認」の義務付けに係る

項目を加えたので、集団指導等で事業者に対して障害児の安全確保につ

いて周知徹底をお願いするとともに、児童福祉施設に対する一般監査や

指定障害児通所支援事業所に対する実地指導等においても、障害児の安

全確保に関し確認し、必要に応じた助言をする等、適切に対応するよう

お願いしたい。 
 

ウ 不正事案等における厳正な対応について 

指定障害福祉サービス事業者等に対する指導監査については、「指定障

害福祉サービス事業者等の指導監査について」（平成 26 年 1 月 23 日付

け障発 0123 第 2 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）等の

関係通知を踏まえ実施していただいている。 

当該通知では、サービスの質の確保・向上を図ることを主眼とする「指

導」と、指定基準違反や不正請求等が疑われる場合に指定基準や報酬請

求の内容等について挙証資料等をもとに把握し、関係法に定められた権

限を行使する「監査」とを区分している。 

各自治体においては、個々の事案を踏まえて「指導」と「監査」を適

切に組み合わせて、効果的な指導監督を実施していただくようお願いす

る。 

毎年度、運営基準違反や自立支援給付費等に係る費用の不正請求、あ

るいは利用者への虐待行為等により、指定取消等の処分が散見されてい

るが、こうした事案は、利用者に著しい不利益が生じるおそれがあるの

みならず、制度全体の信頼を損なうものでもある。 

とりわけ虐待行為は、人権に関わる問題で利用者の尊厳を失わせる極

めて重大な問題であり、前述の関係通知においても、あらかじめ通知し

たのではサービス提供状況が確認できない場合には、事前に通知するこ
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となく実地指導を行うことも可能としている。 

このようなことから、関連する情報が寄せられた場合には、関係機関

等との連携のもと、監査への変更や行政上の措置など、機動的かつ適切

に対応するようお願いしたい。  

また、各自治体においては、通報、苦情等により、不正が疑われる事

案を把握した場合には、的確に監査を行い、不正が確認された場合には、

指定取消や指定の効力停止等の厳正な対応をお願いしたい。 

加えて、不正請求が多いサービス分野への重点的な指導監査の実施に

ついても、自治体の実情に応じて適切に対応をお願いしたい。 

指定取消等の処分を行った際には、利用者保護の観点から、代替事業

者によるサービスの継続的利用が可能となるよう、関係自治体等とも連

携して、当該事業者に対して受け入れ先の確保を図るよう指導されたい。 

なお、直近の行政処分等に関する全国的な傾向については、資料を後

掲しているので参考にされたい（参考資料２）。 
 

（２）指定障害福祉サービス事業者等に係る業務管理体制の監督について 
 

ア 事業者に対する業務管理体制整備に関する届出の周知徹底等 

業務管理体制の整備に関する事項の届出について、区分の変更があっ

た場合には、変更後の届出書を、変更後の区分により届け出るべき都道

府県知事等及び変更前の区分により届け出るべき都道府県知事等の双方

に届け出ることとされているが、変更後の区分により届け出るべき都道

府県知事等のみに届け出られている事例が散見されるので、適切な指導

をお願いしたい。 

新規参入事業者の届出や既届出事業者の届出事項変更に伴う変更届に

ついては、遅滞なく行うこととされており、都道府県等においては、届

出未済防止の観点から、新規指定申請・指定更新時や集団指導・実地指

導時など、事業者と接する機会を捉えて、制度の周知・届出の確認を行

う等届出受理業務に遺漏のないようお願いしたい。 

なお、届出を受けた際には、他の自治体による届出先の把握のために

も速やかに【障害福祉】業務管理体制データ管理システムに入力し、情

報共有に努められたい。 
 

イ 業務管理体制に係る一般検査 

一般検査は、事業者が整備した業務管理体制について、定期的にその

運用実態の報告を求め、当該事業者の規模・組織形態等を勘案した上で

有効に機能する仕組みとなっているか確認し、必要に応じ改善に向け事

業者が自主的に取組むよう助言を行うものである。 

都道府県等においては、基本的な感染症対策を徹底した上で、全ての

事業者を対象としつつ地域の実情に応じ計画的に検査を実施されるよう
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お願いしたい。 

なお、一般検査の実施方法については、事業者の業務管理体制の整備・

運用状況を適切に確認できる方法であれば、実地検査に限らず書面検査

によることも差し支えなく、事業所指導に付加した一体的実施や社会福

祉法人に対する指導監査と併せて実施することも可能であり、効率的な

実施方法を検討されたい。 

各自治体においては、事業者に対して様々な機会を通じて法令等を遵

守した適正な事業運営の指導の徹底をお願いしたい。 

  直近２か年における厚生労働省の都道府県等に対する実地指導の結果、

是正又は改善を図る必要があるとした主な指摘事項は、以下のとおりと

なっているので、これらを踏まえて適切に対応するようお願いしたい。 

（主な指摘事項） 

・ 届出をしなければならない事業者から届出書が未提出 

・ 届出事項の変更届出が未提出 

・ 確認検査を実施するための内部規定（実施要綱）が未策定 

・ 一般検査が未実施 
 

ウ 業務管理体制に係る特別検査 

特別検査は、指定の取消処分に相当する事案が発覚した事業者に対し、

その本社等への立入検査を行い、業務管理体制の整備についての取組の

状況や不正行為への組織的関与の有無等を検証するものである。   

都道府県等においては、事業者に対して指定取消処分等を行う場合、

基本的な感染症対策を徹底した上で、当該事業者に対する特別検査を実

施されるようお願いしたい。 

特別検査の実施の契機は、指定等取消処分に至った事案に限らず、効

力停止処分の事案についても積極的に行い、以後、サービスが適切に提

供されるよう、業務管理体制の不備について検証し、再発防止策の策定

等の改善を求められたい。 

なお、指定取消相当の処分を行う事業者の指定権者が異なる場合にお

いては、当該自治体と緊密に連携の上、特別検査を実施されるようお願

いしたい。 

また、業務管理体制の監督権者において特別検査を実施した場合は、

その結果を指定権者に通知するとともに、併せて当室にも情報提供をお

願いしたい。（業務管理体制の整備等の施行について（平成 24 年３月 30

日付け障企発 0330 第５号障障発 0330 第 12 号厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部企画課長障害福祉課長通知）の「第２ 改正の内容」の４

（２）ウ参照） 
 

エ 国所管の業務管理体制に係る特別検査について 

国所管の業務管理体制の特別検査については、指定権者である各都道
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府県、指定都市、中核市からの監督権限の行使の要請に基づいて実施し

ているところである。 

本年度の事例ではないが、過去の事例の中には、指定権者による聴聞

が終了し、指定取消等の処分日まで期間がないため、国による特別検査

の手続きが非常に短期間のうちに処理をせざるを得なかった事例があっ

たところである。 

このため、国所管の事業者の指定取消し等の行政処分に当たっては、

引き続き、都道府県等による監査の段階から早期に情報提供をお願いす

るとともに、緊密な連携をお願いしたい。 
 

オ 指定取消処分の連座制適用時の各都道府県への通知について 

一つの都道府県を超えて事業実施する事業者が増えていることから、指

定取消となった事業者情報は全都道府県で共有することが重要である。 

このため、「業務管理体制の整備等の施行について」（平成 24 年 3 月

30 日障害保健福祉部企画課長・障害福祉課長連名通知）において、指定取

消案件に組織的関与が認められた通知を受けた指定権者は、各都道府県知

事に当該役員等の氏名等を通知することとされているので、本施行通知に

基づいて、令和元年７月に周知した連絡窓口へ通知していただくよう引き

続き、よろしくお願いする。 

 

＜参考＞「業務管理体制の整備等の施行について」（平成 24 年 3 月 30 日障企発

0330 第 5 号、障障発 0330 第 12 号 各都道府県・各指定都市・各中核市障害

保健福祉主管部（局）長あて  厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画

課長・厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長連名通知） 

第二  ４ 

（2）不正行為に対する組織的関与の有無に応じた連座制の適用  

ウ …また、業務管理体制の監督権者から、指定取消処分の理由となった不

正行為について組織的関与があった旨の通知を受けた当該事業所の指

定権者は、連座制が適用されることにより、当該事業者の役員等について

は、指定・更新の欠格事由に該当することから、（指定権者が市区町村長

の場合は、都道府県を通じて）各都道府県知事に当該役員等の氏名等を

通知し、通知を受けた都道府県知事は市町村長に通知すること。 

 

（３）特別児童扶養手当及び特別障害者手当等支給事務指導監査等について 

都道府県においては、「特別児童扶養手当市町村事務取扱準則」（平成 23

年 4 月 1 日障発 0401 第 5 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）

及び「児童扶養手当及び特別児童扶養手当関係書類市町村審査要領」（昭和

48 年 10 月 31 日児企第 48 号厚生省児童家庭局企画課長通知）を踏まえて、

引き続き、基本的な感染症対策を徹底した上で、適正な指導監査の実施を

お願いしたい。 
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また、地方事務所等に指導監査を委任等している都道府県にあっては、監

査マニュアルの作成及びこれらに関する研修を行うこと等により、監査担

当職員の資質の向上、統一的な指導監査の実施をお願いしたい。 

なお、自治体での住民への制度の周知が不十分との指摘もあることから、

引き続き、制度の対象となる方に対し広く周知されるよう、管内実施機関

等に対して必要な指導をお願いしたい。 

令和３年度までの厚生労働省において都道府県及び指定都市に対し実施

した指導監査の結果、是正又は改善等を図る必要があると指摘した主な項

目は以下のとおりとなっているので、今後、これらを踏まえて適切に対応

するようお願いしたい。 
 

ア 特別児童扶養手当 

（主な指摘事項） 

・ 総合的判定に当たり、総合的判断理由の記録がないか、記録内容が

不十分 

・ 認定事務の遅延 

・ 受付処理が不適切（添付書類の不備、受付日の未記入 等） 

・ 受給者等の所得確認が不十分（所得更正があった場合に更正後の所

得の確認が未実施 等） 

・ 所得状況届が２年間未提出の者に対して、提出命令書を記録が残る

方法により送付していない 

・ 資格喪失日の誤り又は確認が不十分 
 

イ 特別障害者手当等 

（主な指摘事項） 

・ 受付処理が不適切（添付書類の不備、受付日の未記入 等） 

・ 障害程度の適正な認定のための嘱託医が未配置 

    ・ 障害児福祉手当及び特別障害者福祉手当等事務取扱細則が未策定 

・ 受給者等の所得確認が不十分（所得更正があった場合に更正後の所

得の確認が未実施 等） 
 

（４）精神科病院に対する実地指導について 

都道府県及び指定都市においては、基本的な感染症対策を徹底した上で、

毎年度、管内の精神科病院に対する実地指導等を計画的に実施することに

より、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以下「精神保健福祉法」

という。）の適正な運用の推進をお願いしたい。  

厚生労働省においても、都道府県等に対し精神保健福祉法に関する行政

事務指導監査を実施し、併せて都道府県等の精神科病院に対する実地指導

の検証を行っているところであるが、その結果、是正又は改善を図る必要

があるとした令和元年度までの主な指摘事例については以下のとおりとな
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っているので、今後、これらを踏まえて適切に対応するようお願いしたい。 

  （主な指摘事項）  

・  医療従事者（常勤指定医を含む。）の不足  

・  定期病状報告書の遅延等  

・  要措置者の入院先選定等の不適正  

・  医療保護入退院届の遅延  

・  精神医療審査会の審査結果通知の遅延  

・  保健福祉手帳の発行に係る事務処理の遅延  

・  入院形態の変更を検討（任意入院⇔医療保護入院など）  

・  診療録の記載が不適切  

・  患者預り金の管理方法が不適切  

・  患者負担金の徴収が不適切又は説明不足 等々  

なお、これらに適切に対応するため、福祉及び医療の各関係部局が連携

した対応を図るようお願いする。  

また、精神科病院において、患者に対する虐待など人権侵害はあってはな

らないことであるが、こうした事案が発生していること等に鑑み、「精神科病

院に対する指導監督等の徹底について」（平成 10 年 3 月 3 日障第 113 号、健

政発第 232 号、医薬発第 176 号、社援第 491 号厚生省大臣官房障害保健福祉部

長、健康政策局長、医薬安全局長、社会・援護局長通知）等に基づく、適正か

つ効果的な実地指導を実施し、人権に配慮した適正な精神医療の確保及び入院

者の適切な処遇の確保が図られるよう、管内の精神科病院に対する制度の更な

る周知徹底等、引き続き、必要な指導監督の徹底をお願いする。  

今般、虐待事案が相次いて報じられていることを重く受け止め、令和５年

２月１７日付けで、指導監督の徹底を依頼する事務連絡を精神・障害保健課か

ら発出しているので、本事務連絡の内容に沿って、適切な情報収集や実地指導

といった虐待防止のための対応をお願いする。 

また、令和５年１月１７日付けで、虐待が疑われる事案に対する医療機関

での対応についても再周知のための事務連絡を精神・障害保健課から発出して

いるので、管内精神科医療機関に対し、周知徹底を改めてお願いする。  
 

（５）自治体における指導監督体制の整備について 

一部の自治体においては、自治体の指導監督体制に比して所管する事業所

数が多く、また、急な監査業務等のため、事業所に対する十分な指導が行わ

れていないところもある。 

各自治体においては、サービスの質の確保・向上を図る観点から、適切な

指導監督が実施できるよう、必要な人員の配置や制度を熟知した担当者の配

置、指定事務受託法人制度の活用の検討など、実施体制の整備について、引

き続きお願いしたい。 

また、サービスの専門的知見を踏まえた事業所のケアの質の向上を図る観
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点から、必要に応じて実地指導を担当する職員に専門職等の資格を有する職

員等を積極的に活用することも検討をお願いしたい。 

なお、各自治体の指導監査のご担当者のご協力を得て実施した令和４年度

障害者総合福祉推進事業「指定障害福祉サービス事業所等に対する実地指導

等に係る指導方法に関する調査研究事業」の報告書については、令和５年４

月以降に厚生労働省ホームページ（https://www.mhlw.go.jp/）に掲載を予

定しているので、指導監査の参考とされたい。 

 

３ 令和５年度厚生労働省障害保健福祉行政事務指導監査実施計画等について 
 

（１）障害者自立支援業務等実地指導実施計画について 

厚生労働省における障害者自立支援業務等実地指導については、障害者総

合支援法等に基づく障害福祉サービスの給付事務等の状況、都道府県等が行

う指定障害福祉サービス事業者等（以下「事業者」という。）の指定事務及

び指導監査並びに市町村に対する助言等の状況を対象として、別紙の計画

（案）により実施することとしているので、特段のご協力をお願いしたい。 

また、障害者総合支援法に基づく事業者の指定事務等が都道府県から指定

都市及び中核市に移譲されたことを踏まえ、指定都市及び中核市に対して、

令和５年度においても都道府県と同様の指導を行うこととしているのでご

協力をお願いしたい。  

（実地指導の主な項目） 

・ 都道府県等における指導体制 

・ 都道府県の市町村に対する指導状況等 

・ 事業者に対する指導監査状況等 

・ 事業者の指定事務等 

・ 自立支援給付支給事務等の事務処理状況等  

・ 事業者の業務管理体制の監督状況等  
 
（２）特別児童扶養手当及び特別障害者手当等支給事務指導監査実施計画

について 

  厚生労働省における特別児童扶養手当及び特別障害者手当等支給事務に

関する指導監査については、特別児童扶養手当支給事務の実施状況、特別児

童扶養手当提出事務に係る市区町村への指導監査の実施状況及び特別障害

者手当等支給事務に係る管内実施機関への指導監査実施状況等を対象とし

て実施するほか、管内の市区における特別児童扶養手当提出事務及び特別障

害者手当等支給事務についても対象としており、別紙の計画（案）により実

施することとしているので、特段のご協力をお願いしたい。 

 

（指導監査の主な項目） 

   ○ 都道府県・指定都市 
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    ・ 特別児童扶養手当支給事務の実施状況 

     ・  特別児童扶養手当提出事務に係る市区町村への指導監査の実施状況 

     ・  特別障害者手当等支給事務に係る管内実施機関への指導監査の実施

状況 

  ○ 市（区） 

     ・  特別児童扶養手当提出事務の実施状況 

     ・  特別障害者手当等支給事務の実施状況 
 

（３）公衆衛生関係行政事務指導監査（精神保健福祉法関係）実施計画について 

厚生労働省における精神保健福祉法関係行政事務指導監査については、都

道府県・指定都市を対象に公衆衛生関係行政事務指導監査（精神保健福祉法

関係）として別紙の計画（案）により実施することとしているので、特段の

ご協力をお願いしたい。  

また、令和５年度において当該指導監査の際に、精神科病院入院者の人権

確保、適正な医療及び保護の観点から、精神科病院に対する実地指導の実地

検証を併せて行う場合があるので、対象とされた精神科病院における指導監

査が円滑に実施できるようご配慮をお願いしたい。 

（指導監査の主な項目） 

・ 精神科指定病院の指定基準の遵守状況 

・ 精神科病院の実地指導及び実地審査状況 

・ 措置入院及び医療保護入院に係る事務処理状況 

・ 精神医療審査会の状況 

・ 精神医療費の公費負担事務処理状況 

・ 精神科病院に対する実地指導等の実地検証 

・ 精神障害者保健福祉手帳の交付状況  
 

（４）その他 

   大規模災害が発生した場合や、今般の新型コロナウイルス感染症に係る今後の

感染状況の変化等によっては、令和３年度と同様、年度途中での計画変更を余儀

なくせざるを得ない場合も想定されることから、そのような場合にはご理解・ご

協力をお願いしたい。 
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【令和５年度計画（案）】※現時点の予定であり今後変更もあり得る。 （別紙） 

 

１ 障害者自立支援業務等実地指導実施計画（案）  

実施期間  自   治   体   名  備    考  

別途通知す

る。  

（都道府県）［１０ ] 

岩手県、宮城県、茨城県、東京都、神奈川県、長野県、  

兵庫県、広島県、長崎県、沖縄県  

（指定都市）   [６ ] 

札幌市、仙台市、横浜市、堺市、神戸市、北九州市  

（中核市）   [２７ ] 

旭川市、函館市、八戸市、郡山市、水戸市（新）、越谷市、

川口市、柏市、八王子市、横須賀市、長野市、豊田市、  

岡崎市、高槻市、東大阪市、豊中市、寝屋川市（新）、  

吹田市（新）、姫路市、明石市、西宮市、尼崎市、呉市、  

福山市、久留米市、長崎市、那覇市  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[計４３ ] 

 

２．特別児童扶養手当及び特別障害者手当等支給事務指導監査実施計画(案)  

実施期間  自    治    体    名  備   考  

別途通知  

する。  

 

 

 

（都道府県）［２０ ] 

北海道、青森県、岩手県、秋田県、福島県、埼玉県、富山県、

石川県、山梨県、長野県、兵庫県、和歌山県、鳥取県、  

岡山県、徳島県、佐賀県、熊本県、大分県、宮崎県、沖縄県  

（指定都市）  ［０ ] 

なし  

(注)実地検証

を行う市 (区)

については、追

って連絡する。 

 

[計２０ ] 

 

３．公衆衛生関係行政事務指導監査（精神保健福祉法関係）実施計画（案） 

実施期間  自   治   体   名  備    考  

別途通知  

する。  

（都道府県）［２４ ] 

北海道、青森県、岩手県、茨城県、埼玉県、神奈川県、  

新潟県、福井県、山梨県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、 

兵庫県、奈良県、島根県、山口県、徳島県、福岡県、佐賀県、 

長崎県、熊本県、鹿児島県、沖縄県  

 

（指定都市）［１０］  

仙台市、さいたま市、横浜市、新潟市、京都市、大阪市、  

神戸市、岡山市、広島市、福岡市  

 

（注）精神科

病院の実地検

証を併せて実

施する自治体

については別

途通知する。  

 

[計３４ ] 
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（５）実地指導等の効率化・標準化の推進について 

指定障害福祉サービス事業者等（以下「事業者等」という。）に対する実地指

導等については、昨年７月に「「指定障害福祉サービス事業者等の指導監査につ

いて」の一部改正について」（令和２年７月１７日付け障発 0717 第２号厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）等（以下「効率化等の運用指針」とい

う。）を発出し、実地指導の効率化策等の周知を図ったところである。 

各自治体におかれては、効率化等の運用指針の趣旨・目的、内容を踏まえ

実地指導等を実施していただいているところであるが、効率化等の運用指針

を踏まえた実地指導を行っていない都道府県等については、適宜取り入れを

検討するようお願いする。 

実地指導は「監査」とは異なり、事業者等の育成・支援を基本とし、サー

ビスの質の確保及び適正な給付費の請求等を促すことを目的として実施され

るものであり、各事業者等における利用者の生活実態、サービス提供状況、

各種基準の適合状況等を直接確認しながら気づきを促すなど、よりよいケア

の実現を図るために有効な取組みである。 

しかしながら、事業所が年々増加傾向にある中で、都道府県等の実地指導の

実施率は、新型コロナウイルス感染症の感染状況の影響もあるが低調であるこ

とから、指定の有効期間（６年）内に一度も実地指導を受けていない事業所が

一定割合存在するということになる。 

効率化等の運用指針は、こうした状況等を背景に、「標準確認項目」や「標

準確認文書」等を定めることで実地指導等における効率化を図り、事業者側・

行政機関側双方の事務負担を減らすことを目指すとともに、また効率化等の

結果として、より多くの事業所等を実地指導することにより、①不適正事案

等の防止、②利用者の保護、③サービスの質の確保・向上に繋げていくこと

を目的としている。 

厚生労働省としては、少なくとも指定の有効期間内に２回は実施指導が行

われることが望ましく、長期間にわたり実地指導を受けない事業所が多く存

在することは、ひいてはサービス利用者の不利益等に繋がる可能性が高いと

考えている。 

ついては、各自治体におかれては、効率化等の運用指針に基づき、より積極

的な実地指導の実施をお願いするとともに、特に指定の有効期間内に１回も実

地指導を受けていない事業所に対しては、事業所の基準違反等の未然防止を念

頭に、サービスの質の確保及び利用者保護のため積極的に実施されたい。 

なお、効率化等の運用指針に基づく実地指導において、確認しないことと

した項目や文書であっても、法令等の遵守は事業者等の責務であり、確実に

遵守すべきことは言うまでもないことである。仮に実地指導において指定基

準違反や不正請求等が疑われる場合には、事実関係を的確に把握するため「監

査」を実施し、標準確認項目及び標準確認文書以外のものについても調査す

ることについて集団指導等を通じて事業者等に対し周知されたい。 
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（６）令和５年度予算（案）の障害福祉関係指導監督職員等支援事業について 

令和３年度より、都道府県等の事業所に対する適切な指導監査及び業務管

理体制に関する適切な検査の実施に資すること等を目的として、①都道府県

等職員が必要な知識・技術を習得するための研修及び②厚生労働省が所管す

る事業者に対する研修を実施するための事業を実施しているところである。 

   令和４年度では、新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえ、オンラ

インによる研修を実施したところである。 

今後のアンケート結果にもよるが、オンラインでは、受講期間内に受講す

れば業務の合間など受講者にとって短時間でも受講できる、受講会場までの

異動がないなど広く受講する機会を得られる等利点があった。 

令和５年度予算案においても、令和４年度に引き続き、オンラインで実施

する予定であるので、各都道府県等におかれては、積極的な研修の参加をご

検討いただくとともに担当職員等の研修機会の確保にご配慮をお願いしたい。 

 

（７）更なる効率化・標準化について 

これまでも、実地指導監査の実施率低調等の現状把握のため、電話等での

聞き取りにご協力いただき感謝する。 

今後も実施率等の向上のため、調査研究等を通じて、都道府県等の独自の

取り組み等を収集し、関係者に情報提供したい。 

また、障害者総合支援法第１１条の３及び児童福祉法第５７条の３の４で

は、指導監査事務の一部である質問や文書提出の依頼等について、これらの

事務を適切に実施することができるものとして都道府県知事が指定する民

間法人に対し、業務委託することができる指定事務受託法人制度があるので、

実施率の低調な都道府県等は委託の検討をお願いしたい。 
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（参考資料１）都道府県等による事業所に対する実地指導の状況 

(単位：％）
  

障害者支

援施設

施設以外

の計

障害児支

援施設

施設以外

の計

障害者支

援施設

施設以外

の計

障害児支

援施設

施設以外

の計

1 北 海 道 44.2 39.8 82.9 31.5 9 静 岡 市 50.0 19.6 25.0 19.1

2 青 森 県 40.6 4.1 0.0 26.4 10 浜 松 市 23.5 5.0 0.0 27.4

3 岩 手 県 56.9 40.1 102.9 23.4 11 名古屋市 0.0 3.9 0.0 2.2

4 宮 城 県 0.0 18.8 0.0 43.0 12 京 都 市 81.6 25.2 180.0 85.5

5 秋 田 県 45.3 11.3 16.7 20.4 13 大 阪 市 0.0 5.1 18.2 9.8

6 山 形 県 83.4 68.9 100.0 80.1 14 堺 市 20.0 1.6 0.0 9.3

7 福 島 県 0.0 29.6 0.0 33.7 15 神 戸 市 28.5 5.7 140.0 22.6

8 茨 城 県 44.7 11.0 142.9 37.3 16 岡 山 市 0.0 14.9 0.0 21.1

9 栃 木 県 79.1 42.7 100.0 38.6 17 広 島 市 100.0 38.3 160.0 11.5

10 群 馬 県 0.0 1.9 200.0 29.5 18 北九州市 0.0 7.0 0.0 14.8

11 埼 玉 県 62.6 31.6 81.8 40.2 19 福 岡 市 0.0 3.4 0.0 3.2

12 千 葉 県 52.7 12.0 89.2 29.9 20 熊 本 市 42.9 16.4 75.0 17.7

13 東 京 都 16.3 1.5 45.0 7.2 21 旭 川 市 27.3 18.0  0.0

14 神奈川県 45.9 4.7 83.3 15.9 22 函 館 市 83.3 31.2   28.1

15 新 潟 県 48.4 19.9 111.1 49.6 23 青 森 市 84.6 70.8  75.6

16 富 山 県 18.8 33.4 175.0 61.6 24 八 戸 市 0.0 4.2  89.2

17 石 川 県 111.1 30.1 300.0 57.2 25 盛 岡 市 40.0 27.5  41.2

18 福 井 県 38.9 22.8 40.0 29.4 26 秋 田 市 100.0 20.4   76.8

19 山 梨 県 56.5 13.3 0.0 19.1 27 山 形 市 75.0 68.4  59.0

20 長 野 県 18.9 41.0 50.0 55.8 28 郡 山 市 66.7 54.7  61.2

21 岐 阜 県 26.4 21.5 100.0 61.0 29 いわき市 0.0 5.6  7.4

22 静 岡 県 9.8 26.5 77.8 26.4 30 福 島 市 78.6 58.7  82.6

23 愛 知 県 37.2 16.3 83.3 32.2 31 水 戸 市 62.5 39.6  35.7

24 三 重 県 0.0 10.6 0.0 10.5 32 宇都宮市 0.0 30.6  81.6

25 滋 賀 県 0.0 19.7 40.0 23.4 33 前 橋 市 14.3 2.6  12.5

26 京 都 府 19.1 12.0 33.3 22.3 34 高 崎 市 0.0 25.9  33.3

27 大 阪 府 10.5 10.4 18.2 13.9 35 川 越 市 200.0 73.5  71.0

28 兵 庫 県 24.2 14.4 30.8 15.2 36 越 谷 市 33.3 35.8  68.1

29 奈 良 県 6.3 2.1 0.0 4.2 37 川 口 市 66.7 33.7  68.2

30 和歌山県 15.8 26.6 221.4 58.0 38 船 橋 市 100.0 7.6  17.2

31 鳥 取 県 69.2 33.3 100.0 59.4 39 柏 市 50.0 17.2  0.0

32 島 根 県 42.1 19.6 114.3 52.2 40 八王子市 70.0 22.3  46.7

33 岡 山 県 47.1 30.0 50.0 38.9 41 横須賀市 0.0 0.4 50.0 33.3

34 広 島 県 200.0 22.7 180.0 52.4 42 富 山 市 0.0 5.9  17.8

35 山 口 県 39.9 18.7 200.0 59.0 43 金 沢 市 77.8 19.2 133.3 53.3

36 徳 島 県 100.0 42.0 200.0 105.5 44 福 井 市 0.0 15.3  34.9

37 香 川 県 0.0 8.3 60.0 39.6 45 甲 府 市 40.0 40.2  82.0

38 愛 媛 県 45.5 28.9 56.9 56.9 46 長 野 市 0.0 31.6  14.4

39 高 知 県 16.0 15.7 60.0 45.6 47 松 本 市 0.0 14.7  17.4

40 福 岡 県 102.1 39.5 92.9 46.8 48 岐 阜 市 20.0 55.9  127.8

41 佐 賀 県 68.2 69.6 350.0 90.9 49 豊 田 市 75.0 47.5  52.2

42 長 崎 県 34.5 37.7 47.6 30.4 50 豊 橋 市 40.0 47.9  66.6

43 熊 本 県 15.4 4.8 100.0 30.2 51 岡 崎 市 40.0 38.9  45.0

44 大 分 県 156.1 16.7 200.0 46.5 52 一 宮 市 0.0 29.6  33.7

45 宮 崎 県 62.5 38.9 44.4 53.5 53 大 津 市 0.0 54.6  64.8

46 鹿児島県 35.6 33.5 80.0 74.8 54 高 槻 市 0.0 0.3  1.2

47 沖 縄 県 4.5 26.7 0.0 22.2 55 東大阪市 0.0 3.8  6.0

平  均 44.3 19.7 80.6 33.1 56 豊 中 市 0.0 11.1  14.5

57 枚 方 市 0.0 1.0  0.0

58 八 尾 市 0.0 2.1  1.7

59 寝屋川市 0.0 19.9  27.3

60 吹 田 市 0.0 7.1  0.0

令和２年度 19.5 8.3 46.6 16.0 61 姫 路 市 11.1 3.0  3.6

令和３年度 23.2 9.2 30.5 12.0 62 西 宮 市 30.0 3.0  1.7

63 尼 崎 市 100.0 0.6  0.0

64 明 石 市 100.0 20.3 0.0 17.0

65 奈 良 市 10.0 6.3  7.6

66 和歌山市 0.0 3.4   2.1

67 鳥 取 市 62.5 50.5  73.1

68 松 江 市 50.0 75.7  22.4

69 倉 敷 市 14.3 17.5  24.9

70 福 山 市 0.0 10.4  24.4

71 呉 市 0.0 10.0  38.0

72 下 関 市 16.7 19.7  0.0

73 高 松 市 14.3 20.1  33.7

74 松 山 市 0.0 23.6  35.9

75 高 知 市 25.0 10.5 11.5

1 札 幌 市 113.3 8.6 50.0 4.5 76 久留米市 108.3 11.7 6.0

2 仙 台 市 68.8 6.8 75.0 15.7 77 長 崎 市 0.0 12.4 15.0

3 さいたま市 66.7 12.6 100.0 19.0 78 佐世保市 42.9 11.0 1.3

4 千 葉 市 0.0 1.3 100.0 3.1 79 大 分 市 0.0 45.2 54.1

5 横 浜 市 36.4 22.1 87.5 5.5 80 宮 崎 市 42.9 23.4 0.0

6 川 崎 市 31.0 2.6 50.0 9.2 81 鹿児島市 27.8 29.5  55.1

7 相模原市 62.5 3.4 66.7 1.6 82 那 覇 市 0.0 1.6  0.0

8 新 潟 市 0.0 11.8 0.0 28.7 平  均 37.9 14.7 63.8 21.3

指定都市
中核市

障害者総合支援法 児童福祉法

障害者支

援施設

施設以外

の計

障害児支

援施設

施設以外

の計

(注）実地指導実施率とは、実地指導の実施数／指定
　　事業所等の数を２ヶ年分加算した。 ただし、指定

　　事業所等の数には、障害者を受け入 れていない

　　事業所も含まれる可能性があることに留意。

　　 また、令和３年度に移行した中核市（松本市・一

　　宮市）は単年度分を計上。

＜２ヶ年間の実地指導実施率＞

児童福祉法 児童福祉法

都道府県等による事業所に対する実地指導の状況

都道府県
指定都市
中核市

障害者総合支援法 障害者総合支援法

障害児支
援施設

施設以外
の計

(出所）令和2年度及び令和3年度「障害者支援施設等の

　　 　  指導監査の概況」から作成。

年度 障害者支
援施設

施設以外
の計

障害者総合支援法 児童福祉法
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（参考資料２）行政処分（指定取消等）のあった事業所数の推移等 
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